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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　貧弱だった予算委員会での国会論戦、野党議員は奮闘を
平成２６年度予算は、３月２０日成立した。史上3番目の速さだという。それにしても、１強６弱とか、今の与野党の議席差以上に政府には余裕があるように見えた。それほど国会論戦に注目していたわけではないものの、聞いた範囲では野党とは言いながら、実質的には与党と変わらない姿勢を質問の中でアピールしたり、聞くに堪えない質問も数多くあったように記憶している。国会は国権の最高機関なのであり、野党側は最大限の努力を払って政権側を追及して欲しい。また、マスコミ関係者に対してお願いしたいことは、良い質問をした議員には、実名を挙げて評価して欲しい。野党に長くいた経験から言えば、質問内容がマスコミから取り上げられることだけでなく、誰が質問に立って取り上げたのかも明らかにしてもらえれば努力の甲斐があったという物なのだ。
ウクライナ情勢、対ロ戦略でG７は結束できるだろうか
　さて、ウクライナとロシアのクリミアの帰属問題が、今後の国際社会の行方を左右する大きなテーマとして浮上している。クリミアの住民投票が、「自警団」と言う名の実質ロシア軍の常駐下で実施され、投票率82%で投票者したもののうち96%がクリミアとロシアの統合に賛成票を投じた。国際社会はロシア軍が実効支配する中でのこの結果を認めていない。ロシアは１８日国際社会の反発を無視してクリミアのロシア編入を決定した。今後、アメリカやＥＵなど日本も含むG７の国々との対立は激しくなりそうだ。
そうした中で、気になる報道がされ始めている。一つはクリミアにおいて少数派と言われるクリミア・タタール人の多数派がロシア編入に反対しているとのことだ。一部にはアルカイダとのつながりがあると言われている。一方ウクライナ新政府側には、反ユダヤ主義者やウクライナ民族至上主義者も含まれており、今後国際秩序をかく乱する可能性もあると言われている。新政府がＥＵへの親近感を持っていると言っても、その内部は複雑で必ずしもＥＵの崇高な理念でもって近づいたわけではない分子もいることを忘れてはなるまい。今後のウクライナ情勢の行方から目が離せなくなっている。
日ロ関係にはどんな影響、プーチン氏の「固有の領土」論に注目する下斗米教授、アメリカとの制裁の違いを見るパノフ元大使
一方、日本にとってはどんな問題に注意しておくべきなのだろうか。ロシアとの関係で、一番傾注すべき問題が北方領土問題であることは言うまでもあるまい。安倍総理も、プーチン大統領との信頼関係をもとにしてその解決に向けた努力をしているときにウクライナ問題が発生してきたわけで、アメリカやＥＵの一員としてロシアへの批判する側にやや遅れて立ちつつ、一方でロシアとの対話の窓口を広げつつ巧妙に立ち振る舞っているようだ。２１日付の北海道新聞は、ロシア問題の専門家である下斗米法政大学教授の２０日都内での講演での発言を引用して、次のように紹介・分析している。
「『ロシアでは、北方領土問題は動くという説がある』と強調した。プーチン氏がクリミア編入を宣言した演説で、クリミア半島を『固有の領土』と述べたことが鍵になるというのだ。クリミアに比べ、北方領土を『心の故郷』とまで思うロシア人は少ない。プーチン氏が北方領土を固有の領土とする日本の立場に一定の理解を示すサイン――と言う見立てだ。『日ロ関係にとってはチャンスが出てきている』、下斗米氏はそう分析する。」
　果たして「固有の領土」（国際法上の概念ではない）と言う言葉を使ったということで、このような見方が実際に展望できるのかどうか、自分には判断できる材料は持たないのだが、同じ北海道新聞にはもう一人パノフ元駐日大使の見方として、「G７と日本がどう歩調を合わせるのか、アメリカと少しでも違う態度を取るのかどうかをロシアは注目している」との見方も紹介している。安倍政権は、今のところパノフ氏の見方に従って慎重な対応を取っているようだ。

まだ北方領土の返還と言う大問題が解決に向かって大きく動き始めたとは思えないのだが、その動きに向けたわずかな兆しが出始めるのかどうかに注目したい。
1年経過の黒田総裁、自信満々の「量的・質的金融緩和」政策
　話題を変えて、日本国内の経済問題を見てみたい。丁度日銀の黒田総裁が就任して１年が経とうとしている。３月２０日黒田総裁は日本商工会議所の通常会員総会に出席し、「なぜ『２%』の物価上昇を目指すのか」と題して講演を行った。そのなかで、「量的・質的金融緩和」は、所期の効果を着実に発揮しており、日本経済は２%の「物価安定の目標」の実現に向けた道筋を順調にたどっていることを強調している。もし、何らかのリスク要因があって目標実現に必要があれば、「躊躇なく調整」を行う方針を明確にし、自信にあふれた講演内容になっている。
　その中で、賃金と物価の関係について、
「賃金が上昇せずに、物価だけが上昇するということは、普通には起こらない事です」
「マクロ的にみれば、名目賃金の上昇率は、物価上昇率と労働生産性上昇率との合計になります。そうでなければ、物価の上昇に伴って、労働者の取り分である労働分配率が下がり続けることになってしまいます。こうしたことは、一時的にはともかく、長く続くとは考えられません」
と述べている。
日本の賃金は下方硬直性すら維持出来ないのに、労働分配率を維持できるのか?　今は、長期金利の上昇こそ重大問題視すべきでは
果たして、日本の賃金水準が物価の上昇率以上に上がっていくことが普通の事として起こるのだろうか。日本では、賃金の下方硬直性が失われているとさえ言われているし、さらに賃金水準が上がらず、下がり続けたことこそがデフレの要因とする考え方もあるわけで、そう簡単に結論付けられないのではなかろうか。今春闘でも、賃上げ率は１%にも満たない低い水準でしかなく、３%の消費税率の引き上げによる物価上昇率約２%が加算されることも考えれば、物価上昇率に満たない賃上げ率の低さこそ問題視すべきことではないだろうか。

さらに、もっと深刻な問題が予想されるのは、２%の物価目標と３%の消費税率による約２%の物価上昇が加われば、今後の長期金利は４%以上に引き上げられるのではないか、と言う疑問である。となれば、日銀や金融機関の保有する国債の価格が低落し、国債発行金利の上昇となって財政を大きく圧迫するわけで、深刻な金融・財政問題が発生するのではなかろうか。賃金や物価が上昇すれば、当然金利も上昇するわけで、その点の日本経済・金融・財政に与える影響に触れていない事は問題である。長期国債の発行額の約７割近くが日銀によって買いオペの対象になるのは、金利の上昇を抑制する為ではないかとさえ言われているわけで、今後の長期金利の動きから目が離せなくなっている。
浜田宏一内閣官房参与、金融緩和や公共投資拡大でイノベーションが起きるのでしょうか?
アベノミクスの後ろ盾になっておられる浜田宏一内閣官房参与は、３月２５日発刊の週刊『エコノミスト』のインタビューで、GDPの昨年１０~１２月期の伸び率が１%と低下し、設備投資が伸び悩んでいることに対して、「企業の設備投資が強くなるよう第一、第二の矢が十分にデフレギャップを縮めていかねばならない。(中略)。日本経済の成長が伸び悩めば、日本銀行が追加緩和するのは当然だ。タイミングは…４~５月がいい。」(３７ページより)と述べておられる。黒田総裁の自信満々の発言に比べ、やや不安を感じておられるようだが、さらなる金融緩和や財政支出拡大によって設備投資に火がつくのだろうか。とても、そうは感ぜられないと思うのは小生だけだろうか。
水野和夫著『資本主義の終焉と歴史の危機』(集英社新書)で、今や資本主義の終焉を宣言、これからどうすべきなのか
最近発刊されたばかりだが、水野和夫日大教授の書かれた『資本主義の終焉と歴史の危機』（２０１４年３月集英社新書）を読んで、ややショックを受けてしまった。帯封に書かれているロゴには、「金利ゼロ＝利潤率ゼロ＝資本主義の死」とある。日本のデフレ・ゼロ金利は世界の最先端を行っており、アベノミクスなどで無理に成長を追求しても、結果として多大な損害が生じてしまうだけであり、今必要なことは死につつある資本主義システムの弊害を、どのように国民生活に弊害が無いよう規制を加えつつ、資本主義に代わる新しいシステムの再構築に向けて人類の英知を結集していく以外にない、と結論付けておられる。水野教授独特の歴史観に基づき展開されており、ぜひとも一読をお勧めしたい。今後話題を呼ぶ一冊になるに違いない。
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